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令和8年度健康企業宣言アンケートについて

健康企業宣言東京推進協議会
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アンケートについて

〇 目的

平成27年度から始まった「健康企業宣言@」は今年度で12年目となりました。近年は、健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践する

健康経営はますます注目を集めています。

本アンケートは、企業における従業員の健康を配慮した経営及び健康づくりの取組みを促進するという協議会の目的に沿い、銀の認定取得に

対する企業の意識や取組状況、認定取得に対するモチベーションや課題等を把握することを目的として実施いたしました。令和５年度にはじめて

アンケート調査を実施し、以後は３年度ごとに実施することとしており、今年度は２回目の調査となります。

アンケートを通じて企業の実情やニーズを把握し、その結果を今後の協議会における具体的な支援策や事業の充実につなげることを目指します。

〇 健康企業宣言東京推進協議会

企業における従業員の健康に配慮した経営及び健康づくりの取組みを推進するとともに、健康企業宣言を行い取組む企業等を支援し、健康優

良企業として認定することを目的とした協議会です。東京都内の中小企業による健康経営、健康づくりの取組みを支援・普及・促進することを目的

として、東京都、保険者および関係団体にて構成されています。

（ 構成団体 ）
東京都 全国健康保険協会東京支部 健康保険組合連合会東京連合会 国民健康保険組合東京協議会
東京都商工会連合会 東京都商工会議所連合会 東京商工会議所 東京都医師会 東京都歯科医師会
東京都薬剤師会 東京都社会保険労務士会 東京都中小企業診断士協会 東京都総合健康保険組合協議会
東京都総合組合保健施設振興協会
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アンケートについて

〇 実施方法等について

・ 対象事業所 ： 健康企業宣言STEP１エントリー事業所

・ 実施期間 ： 4月27日（月）～5月29日（金） 約1か月間

・ 回答時間 ： 約3～5分

・ 実施媒体 ： Microsoft Formsにて実施

・ 案内方法 ： 保険者ごとに対応

〇 設問項目について

・ 設問数 ： 最多21問（最少14問）

・ 質問形式 ： ラジオボタン（設問に対して複数の回答を設定し、回答は１つのみの選択とする）

※特定の項目については、複数回答及び記述回答。

配付数 回答数 回答率 備考

全国健康保険協会東京支部 3,359社 880社 26.1％
・アンケート二次元コードを紙媒体で配付
・パートナーズサイトにて案内

健康保険組合東京連合会 4,800社 1,139社 23.7％
・システムにより事業所へ案内
・各保険組合へメールにて案内

国民健康保険組合 98社 33社 33.6％
・連合会および各保険組合より事業所
へ案内

保険者合計 8,257社 2,052社 24.8％ -
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取得予定なし

企業情報
健康

企業宣言
銀の認定

取得済
組み中

健康優良企業認定

取得済
組み中

取得予定なし

Q1-4 Q5-8 Q９ Q22

Q23-25Q10-18

Q19-21
Q26

アンケートフロー

1,796社

256社

1,400社

652社

2,052社2,052社2,052社2,052社
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企業情報について

131

33

4

105

35

6

333

309

19

112

249

2

115

305

1

51

166

1

33

42

0

全国健康保険協会東京支部

健康保険組合

国民健康保険組合

1_5人以下 2_6人以上10人以下 3_11人以上50人以下 4_51人以上100人以下 5_101人以上300人以下 6_301人以上1,000人以下 7_1,001人以上

Q１：加入者している保険者について
Q３：従業員数について

Q２：当アンケートの回答者の役職について

45.1%

26.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

総務課ご担当

人事労務課ご担当

事業主

役員（事業主以外）

その他

その他･･･
健康経営担当・保健師・衛生管理者
健康経営推進担当・健康づくり担当・管理部担当 等

N:2,052社

N:2,052社
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企業情報について

Q４：業種について

16.7%

15.5%

14.5%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0% 18.0%

製造業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

卸売業、小売業

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

医療、福祉

運輸業、郵便業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

生活関連サービス業、娯楽業

公務（他に分類されるものを除く）

宿泊業、飲食サービス業

電気・ガス・熱供給・水道業

複合サービス業

教育・学習支援業

農業、林業

鉱業、採石業、砂利採取業

※ 製造業 → 食料品、繊維製品、木製品、紙製品、機械器具等の製造業・印刷、化学工業、金属工業等
※ サービス業（他に分類されないもの） → 職業紹介、労働者派遣業、修理業、廃棄物処理業等
※ 情報通信業 → インターネットに付随したサービスを提供する事業所、情報の処理や提供などのサービスを行う事業所等
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健康企業宣言について

職場の健康づくり

推進のため

50.8%

健康経営優良法人

認定申請のため

22.6%

金・銀の認定の

取得をするため

14.7%

Q5

運動に関する取り組み

 24.8%

自社の健康課題を

踏まえた取り組み 

22.0%飲み物・食生活に関する

取り組み 19.1%

Q6

従業員の健康意識、

健康状態の改善

 41.9%

健診受診率、特定保健指導の

実施向上 22.3%

Q8

特段の利用はしていない

48.5%

各保険者のサービス

33.0%

Q7
N:2,052社

Q5：健康企業宣言を行った主たる目的
（いずれか１つ）

Q6：健康企業宣言をきっかけに
実施している主な取り組み

（いずれか１つ）

Q7：健康企業宣言をきっかけに
利用したサービス
（いずれか１つ）

Q8：健康企業宣言をきっかけに
最も効果があったもの
（いずれか１つ）

N:2,052社 N:2,052社

N:2,052社

・宣言企業の半数が職場の健康づくり推進を目的と挙げている一方で、健康経営優良法人
認定、金・銀の認定を目的化しているものが４割弱見受けられる。
・宣言をきっかけに効果があったものとして、従業員の健康意識や健康状態の改善が４割、
健診保健指導の向上が２割弱となっている。
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銀の認定について

取得している

64.4%

取得に向けて取組中

23.1%

取得予定はない

12.5%

Q9

職場の健康づくりを

推進するため

47.1%

健康経営優良法人認定

申請のため

34.6%

Q10

従業員の健康意識、

健康状態の改善

49.3%

健診受診率、特定保健

指導の実施向上

23.9%

Q11

Q9：銀の認定・金の認定について
（いずれか１つ）

Q10：銀の認定取得を目指した主たる目的
（いずれか１つ）

Q11：銀の認定をきっかけに
最も効果があったもの
（いずれか１つ）

N:2,052社 N:1,796社 N:1,796社

・全回答中約6割強が銀・金の認定を取得している。
・目的および効果には健康づくりの推進、健康意識の改善を挙げているものが約半数があった。目的については、銀の認定の取得が健康経営優良法人認定の申請と回答したものが
約3割と高い結果となっている。
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銀の認定について

Q12：銀の認定を取得する上で各設問に該当する難易度（いずれか１つ）
N:1,796社

394 

1,050 

1,303 

1,304 

649 

362 

448 

646 

502 

482 

350 

239 

299 

290 

337 

1,183 

532 

415 

427 

745 

882 

1,053 

673 

1,012 

993 

998 

1,074 

1,171 

1,165 

1,138 

219

214

78

65

402

552

295

477

282

321

448

483

326

341

321

1_銀の認定取得

2_健診100％実施

3_保険者への健診結果提供

4_健診受診勧奨

5_健診後の再検査や要治療者への勧奨

6_特定保健指導の活用

7_健康づくりのための職場の環境整備

8_喫煙・受動喫煙対策

9_飲み物・食生活に関する取り組み

10_運動に関する取り組み

11_心の健康に関する取り組み

12_性差に応じた健康課題に対する取り組み

13_良質な睡眠に関する取り組み

14_歯・口腔に関する取り組み

15_節度ある適度な飲酒に関する取り組み

優しい・容易である どちらともいえない 難しい・困難

・2_健診100％実施、3_保険者への健診結果提供、4_健診受診勧奨については、優しい・容易であるの割合が高く、企業にとって基本的な健康管理の取組みであると見受けられる。
一方で1_銀の認定取得の優しいと回答したものは約２割にとどまる。
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銀の認定について

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5人以下

6人以上10人以下

11人以上50人以下

51人以上100人以下

101人以上300人以下

301人以上1,000人以下

1,001人以上

5人以下 6人以上10人以下 11人以上50人以下 51人以上100人以下 101人以上300人以下
301人以上1,000人以

下
1,001人以上

振り返りや更新といった事務負担が大きい 39 49 246 144 169 85 24

取り組みの進め方がわかりづらい 41 37 182 98 114 55 14

特段の弊害はなかった 26 38 153 96 88 46 13

効果が出にくい 13 9 138 77 100 60 19

予算、人員が足りない 20 11 99 60 79 47 19

従業員からの同意（理解）が得られない 3 8 61 41 62 29 11

社内での同意（理解）が得られない 4 6 29 29 29 23 2

Q13：銀の認定を取得する上で最も進めにくい（弊害）と感じたもの（複数回答可）

・銀の認定を取得する上で最も進めにくい（弊害）と感じたものについては、振り返りや更新といった事務負担が大きいことが最も多く、次いで取組みの進め方がわかりづらいを挙げている
企業が多かった。
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銀の認定について

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5人以下

6人以上10人以下

11人以上50人以下

51人以上100人以下

101人以上300人以下

301人以上1,000人以下

1,001人以上

5人以下 6人以上10人以下 11人以上50人以下 51人以上100人以下 101人以上300人以下
301人以上1,000人以

下
1,001人以上

加入保険者の広報やホームページ 66 72 391 243 284 158 43

国や自治体の行う認定取得での案内 22 15 147 79 95 47 15

講習会やセミナー 20 14 82 54 56 29 7

他の企業や知人からの紹介 22 18 79 37 38 15 4

社内の産業医や保健師等の専門職 5 4 37 65 61 31 13

情報収集していない 13 16 58 21 38 10 5

Q14：銀の認定に関する主な情報収集先（複数回答可）

・銀の認定に関する主な情報収集先については、加入保険者の広報やホームページが最も多く、次いで健康経営優良法人認定制度等の国や自治体の行う認定取得での案内を
挙げている企業が多かった。
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銀の認定について

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5人以下

6人以上10人以下

11人以上50人以下

51人以上100人以下

101人以上300人以下

301人以上1,000人以下

1,001人以上

5人以下
6人以上10人

以下

11人以上50人

以下

51人以上100

人以下

101人以上

300人以下

301人以上

1,000人以下
1,001人以上

ホームページ 24 28 161 101 130 77 24

名刺 9 12 93 41 42 33 7

資料（社内外） 11 18 56 44 43 31 10

印刷物（リーフレット等） 5 6 45 25 24 15 7

 SNS 3 2 16 3 4 6 0

利用している

46.3%

利用していない

53.7%

Q15

Q15:銀の認定ロゴマークの利用状況
（いずれか１つ）

Q17：銀の認定ロゴマークの活用媒体をお答えください（複数回答可）

N:1,796社

・銀の認定ロゴマークの利用状況は、回答企業
のうち、約４割が利用している。

・活用媒体については、ホームページ最も多く、
次いで名刺を挙げている企業が多かった。
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業務繁忙のため

30.1%

健康企業宣言をす

ることが目的だった

17.2%

取り組みの進め

方がわからない

16.4%

Q19

銀の認定について

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5人以下

6人以上10人以下

11人以上50人以下

51人以上100人以下

101人以上300人以下

301人以上1,000人以下

1,001人以上

5人以下
6人以上10人

以下

11人以上50

人以下

51人以上100

人以下

101人以上

300人以下

301人以上

1,000人以下
1,001人以上

加入保険者の広報やホームページ 24 17 42 12 15 9 6

情報収集していない 24 11 19 3 6 3 3

社内の産業医や保健師等の専門職 2 1 6 11 11 8 6

講習会やセミナー 4 4 10 1 11 8 4

他の企業や知人からの紹介 8 3 13 1 3 5 2

国や自治体の行う認定取得での案内 2 1 6 4 5 6

Q19：銀の認定を取得しない主たる理由
（いずれか１つ）

Q20：銀の認定に関する主な情報収集先をお答えください（複数回答可）

N:256社

・銀の認定を取得していない理由として、業務繁忙
のためが約3割、次いで、健康企業宣言をするこ
とが目的だった、取組みの進め方がわからないとい
う結果となった。

・銀の認定を取得していない者の情報収集先とし
ては、加入者保険者の広報やホームページが最
も多く、次いで情報取集をしていないと挙げている
企業が多かった。
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銀の認定について

（ 記述回答 ）

Q16:銀の認定ロゴマークを利用していない理由

Q18:健康企業宣言を取組むにあたり、制度内におけるサービス拡大等、ご意見ご要望（銀の認定取得及び取組中と回答）

Q21：健康企業宣言を取組むにあたり、制度内におけるサービス拡大等、ご意見ご要望（銀の認定未取得と回答）

上記の回答については、保険者、従業員数別に表示（別紙PDFを参照）。
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健康経営優良法人認定制度について

過去に１度でも

取得している

40.5%

取得に向けて取組中

27.7%

取得予定はない

31.8%

Q22
N:2,052社

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5人以下

6人以上10人以下

11人以上50人以下

51人以上100人以下

101人以上300人以下

301人以上1,000人以下

1,001人以上

5人以下
6人以上10人以

下

11人以上50人

以下

51人以上100人

以下

101人以上300

人以下

301人以上

1,000人以下
1,001人以上

職場の健康づくりを推進するため 67 68 349 206 227 123 59

社内社外へのアピールに活用するため 33 24 221 134 174 109 42

人材確保や定着のため 20 15 118 102 122 68 32

銀の認定・金の認定のステップアップを目指すため 12 13 92 51 59 32 13

上席からの指示 5 7 43 32 43 27 7

国や地方自治体のインセンティブを利用するため 13 3 45 24 21 11 4

各保険者のサービスを受けるため 4 3 15 7 5 9 0

Q22：健康経営優良法人認定制度について、
貴社の状況をお答えください。（いずれか１つ）

Q23 ：健康経営優良法人認定制度を目指した目的をお答えください（複数回答可）

・健康経営優良法人認定の取得もしくは取得を目指す企業が約７割と高い。
・健康経営優良法人認定の取得目的が、健康づくり推進、社内外アピール、人材確保と定着で何れの階層も７～８割と高い。
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健康経営優良法人認定制度について

Q24:健康経営優良法人認定制度の
難易度（いずれか１つ）

Q25 ：銀の認定と健康経営優良法人認定を比較して、優れているまたは
わかりやすいと感じるもの（いずれか１つ）

※該当なし：銀の認定を取得していない場合（健康経営優良法人認定「大規模法人」認定企業の場合等）

N:1,400社

N:1,400社

373

62

184

48

47

47

104

67

152

303

522

271

498

188

246

177

338

239

410

472

91

431

187

403

412

485

335

407

202

111

29

155

46

172

138

167

86

128

57

29

385

481

485

589

557

524

537

559

579

485

1_制度の認知度の高さ

2_制度の分かりやすさ、

申請・取得のしやすさ

3_組織内への浸透のしやすさ

4_取組むためのコスト

 (人件費等含む)

5_取り組みの自由度の高さ

6_認定を継続するための

取組みやすさ

7_取組んだ成果の評価の

しやすさ

8_保険者との連携による健康づくり

の推進のしやすさ

9_情報発信の充実度

(好事例等含む)

10_他企業への制度紹介の

しやすさ

健康経営優良法人がより優れている 健康経営優良法人が優れている 銀の認定が優れている

銀の認定がより優れている 該当なし

・健康経営優良法人認定の難易度は、どちらともいえないが約6割、難しい・困難が約3割強となっている。
・銀の認定と健康経営優良法人認定制度の比較は、2_制度の分かりやすさ、4_取組むためのコスト、5_取組みの自由度の高さ、6_認定を継続するための取組みやすさ
8_保険者との連携による健康づくりの推進のしやすさについては、銀の認定がより優れているという結果となった。
・健康経営優良法人認定取得を予定しない理由としては、業務繁忙のためが最も多く、次いで銀・金の認定取得済のためと挙げている企業が多かった。

業務繁忙のため

26.4%

銀の認定・金の認定を

取得済のため

20.7%

Q26

Q26:健康経営優良法人認定取得を
予定しない主たる理由
（いずれか１つ）

N:652社

どちらともいえない

57.2%

難しい・ 困難

35.6%

易しい・容易である

7.2%

Q24
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アンケートを振り返って（協議会意見のまとめ）

・健康企業宣言や銀の認定に取組む目的は、「職場の健康づくりの推進」が最も多く挙げられ、当該制度が企業における従業員の健康意識や健康
状態の改善等の健康づくりの取組みにつながっていることがうかがえました。
一方で、 「職場の健康づくりの推進」 に次いで多く回答を得たのは、「銀・金の認定取得」や「健康経営優良法人認定取得」という結果となりました。
認定取得のみを目的とすることなく、制度本来の趣旨である従業員の健康経営及び健康づくりの取組み促進への理解がより一層深まるよう、継続
的に理解を求めていく必要性が示唆されました。

・銀の認定取得にあたっては、「振り返りや更新の事務負担」や「取組み方が分かりづらい」といった課題が多く挙げられ、負担が依然として大きいことが
明らかとなりました。協議会では、銀の認定の難易度を下げることは制度の価値を損ない兼ねないという意見が多数を占めていることから、専門家派
遣制度といった既存制度の活用等、企業が取組みやすくなる支援の情報共有の充実を図りながら運用していくべきとの結論に至っています。

・銀の認定を進めるうえでの弊害や銀の認定を取得しない理由については、「進め方が分からない」「業務が多忙で取り組めない」といった回答が一定
数見受けられました。

・健康経営優良法人認定制度と銀の認定を比較した設問においては、銀の認定は認知度では及ばないものの、「制度の分かりやすさ」「取組むため
のコスト」「取組みの自由度の高さ」「認定を継続するための取組みやすさ」「保険者との連携による健康づくりの推進のしやすさ」については、銀の認
定がより優れているという結果となりました。
銀の認定は、健康企業宣言から６ヶ月経過後という要件はあるものの申請期間の制約がないこと、申請費用が無料であること、申請先・審査が加
入保険者であることが主な理由として考えられます。
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アンケートを振り返って（課題と今後の対策）

アンケート結果から、認定取得に向けた支援体制、認知度や情報発信力については、更なる充実が望まれていることがうかがえました。

支援体制については、協議会の各団体より、東京都職域健康促進サポート事業や専門家派遣制度といった既存の支援制度の更なる活用促
進を期待する意見が多く挙がりました。さらに、保険者による取組事例や具体的な進め方等の情報提供を充実させ、企業の取組み支援の積極
的な情報共有を図ることが、企業の健康づくりの後押しにつながるものと考えます。

また、情報集先として加入保険者の広報やホームページが多く活用されていることから、これらの媒体を活用した情報発信の充実や、健康企業
宣言・銀の認定の意義やメリット、好事例の発信を継続的に行うことが、制度の認知度向上に寄与するものと考えます。

今後も、本アンケート結果を踏まえ、健康企業宣言の本来の目的である「企業における従業員の健康経営及び健康づくりの取組みの促進」の
更なる浸透に向け、当該制度の特徴や強みを生かした広報や支援の充実を検討・実施を行ってまいります。
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